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介護予防支援・介護予防ケアマネジメント重要事項説明書 

 

１ 相談窓口 

(1)電話番号   ０８２－２２８－２０３３ 

(2)FAX 番号   ０８２－２２１－７６７５ 

(3)担当者     

(4)受付時間 月曜日～土曜日 ８:３０～１８：００ 

 

２ 事業者 

(1)法人名    社会福祉法人うすい会広島光明学園 

(2)所在地    広島市東区牛田本町５丁目１番２号 

(3)電話番号   ０８２－２２８－５６７３ 

(4)代表者氏名  理事長 碓井 法明 

 

３ 事業所の概要 

(1)事業所の種類   指定介護予防支援事業所・地域包括支援センター 

(2)事業所名称       広島市牛田・早稲田地域包括支援センター 

    (平成３０年４月１日広島市長指定第3400100032号) 

(3)所在地      広島市東区牛田本町５丁目１番２号7階 

(4)電話番号     ０８２－２２８－２０３３  

(5)管理者氏名    センター長 黒瀬 将司 

(6)事業の目的 

 指定介護予防支援（第１号介護予防支援事業含む）の提供にあたっては、ご利用者の意思

及び人格を尊重し、ご利用者の日常生活の自立のため介護予防の効果的かつ自立を最大限

に引き出すための支援を行い、利用者の立場に立って介護予防サービス及び介護予防・生

活支援サービスの種類、内容等の計画を作成するとともに、サービスの提供が確保される

ように介護予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うことを目的と

します。 

(7)運営方針 

 ご利用者が可能な限り居宅において、自立した日常生活を営むことができるように配慮し

ます。  

 利用者の心身の状況やおかれている環境などに応じて、ご利用者やご家族の意向などを基

に、保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供さ

れるよう配慮し、また医療サービスとの連携に十分に配慮します。  

 ご利用者の意思及び人格を尊重し、常にご利用者の立場に立つとともに、ご利用者に提供

される介護予防サービスなどが特定の種類または特定の介護予防サービス事業者に不当

に偏することのないよう公正中立に行います。  

 提供する介護予防支援（第１号介護予防支援事業含む）の質の評価を行い、常にその改善

を図ります。  

 当事業所の運営にあたっては在宅介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、介護保険

施設、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取り組み等と

の連携に努めます。 

(8)事業の実施地域 

   牛田・早稲田圏域（牛田，早稲田中学校区） 

 

(9)営業日及び営業時間 月曜日～土曜日（祝日を除く） ８:３０～１８：００ 
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４ 職員の体制 

職  種 人数 職  務  内  容 

(1)管理者 １名 事業所の管理、業務の実施状況の把握その他

の管理を一元的に行います。 

(2)保健師 １名以上 保健衛生管理を行います。 

(3)看護師 １名以上 介護予防支援を提供します。 

(4)主任介護支援専門員 １名以上 介護予防支援を提供します。 

(5)介護支援専門員 １名以上 介護予防支援を提供します。 

(6)社会福祉士 ３名以上 介護予防支援を提供します 

(7)事務員 １名以上  

 

５ 提供する指定介護予防支援等の内容 

指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント（以下「指定介護予防支援等」といいます。）

は、利用者の介護予防に資するように行い、医療サービスとの連携に十分配慮して行います。 

介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が生活機能の改善を実現するための適切なサービス

を選択できるよう、目標指向型の計画を作成します。 

提供する指定介護予防支援等の質の評価を行い、常にその改善を図ります。 

(1) 介護予防支援サービス計画等の作成 

① 事業者は担当職員に介護予防サービス・支援計画の作成に関する業務を担当させます。 

② 当該地域における指定介護予防サービス事業者、指定介護予防地域密着型介護予防サ

ービス事業者、介護予防・日常生活支援総合事業を行う者その他の者（以下「指定介

護予防サービス事業者等」といいます。）に関するサービスの内容、利用料等の情報を

公平かつ適正に利用者又はそのご家族に対して提供し、利用者にサービスの選択を求

めます。 

③ 利用者について、その有している生活機能や健康状態、置かれている環境等を把握し

たうえで、利用者及びそのご家族の意欲及び意向を踏まえて、利用者が現に抱えてい

る問題点を明らかにするとともに、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が自立

した日常生活を営むことができるように支援すべき総合的な課題を把握します。 

④ 課題の把握にあたっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びそのご家族に面接して

行います。 

⑤ 利用者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、利用者及びそのご家族の

意向を踏まえた具体的な目標、その目標を達成するための支援の留意点、利用者及び

指定介護予防サービス事業者等が目標を達成するために行うべき支援内容並びにその

期間等を記載した介護予防サービス・支援計画の原案を作成します。 

⑥ 利用者は担当職員に対し、複数の指定介護予防サービス事業者等の紹介を求めること

や、介護予防サービス・支援計画の原案に位置づけた指定介護予防サービス事業者等

の選定理由の説明を求めることができます。 

⑦ 介護予防サービス・支援計画原案に位置づけた指定介護予防サービス等について、保

険給付等の対象となるかどうかを区分したうえで、サービスの種類、内容、利用料等

について、 利用者から文書による同意を得ます。 

(2) 介護予防サービス・支援計画作成後の便宜の供与 

① 介護予防サービス・支援計画の実施状況の把握を行い、介護予防サービス・支援計画

の変更、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

② 介護予防サービス・支援計画に位置付けた支援の期間が終了するときは、介護予防サ

ービス・支援計画の達成状況について評価します。 
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③ 利用者及びそのご家族との連絡を継続的に行います。 

④ 利用者の意向を踏まえ、要介護認定等必要な援助を行います。 

(3) 介護保険施設への紹介等 

利用者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場合又は利用者が

介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹介その他の援助を

行います。 

(4) 介護予防小規模多機能型居宅介護事業所との連携 

  利用者が居宅サービスから介護予防小規模多機能型居宅介護の利用へ移行する前に、利用者

の必要な情報を介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に提供し、当該事業所における介護予

防サービス等の利用に係る計画の作成等に協力します。 

 

６ 入院時の対応 

  病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は

診療所に伝えてください。 

  またその場合に備えて、担当職員の氏名並びに当該事業所の名称及び連絡先等について記載し

たものを、介護保険被保険者証や健康保険被保険者証等とともに保管しておいてください。 

 

７ 料金の支払方法 

  契約書第６条において、自己負担分の費用が発生した場合は、１月ごとに計算し、毎月１５日

までに前月分の請求をいたしますので、請求のあった日から３０日以内に事業所が指定した口座

に振込をお願いします。 

 

８ 契約期間 

契約の期間は、令和  年  月  日から令和  年  月  日までとなります。 

   ただし、契約の期間の満了日の７日前までに利用者から契約終了の申出がないときは、この契

約は有効期間の満了日の翌日から１年間自動更新されます。 

 

９ 契約の終了または解除 

契約書第７条から第９条のいずれかに該当する場合には、この契約は終了します。 

 

10 苦情受付 

(1) 苦情・相談受付窓ロ(担当者)  センター長 黒瀬 将司   

(2) 連絡先   広島市牛田・早稲田地域包括支援センター ０８２－２２８－２０３３ 
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11 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント契約における個人情報使用 

 利用者及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で

使用します。 

(1) 使用する目的 

① 指定介護予防支援事業者、地域包括支援センター設置者、指定居宅介護支援事業者、指定介

護予防サービス事業者、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者、

指定地域密着型サービス事業者、介護予防・日常生活支援総合事業を行う者、介護保険施設の

関係人又は主治の医師（以下「事業者」という。)が、介護予防サービス・支援計画の作成等

のために行うサービス担当者会議等において必要な場合 

② 広島市（保険者）が、介護予防支援・介護予防ケアマネジメントの質の向上を目的として医

師その他の専門職を交えて検討を行う場合及びリハビリ専門職（理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士）を派遣し、事業者の支援を行う場合 

(2) 使用にあたっての条件 

 ① 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際には、関

係者以外には決して漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

 ② 事業者は、個人情報を使用した会議、相手方、内容等について記録しておくこと。 

(3) 個人情報の内容 

  ○ 氏名、住所、健康状態、病歴、家庭状況等、事業者が指定介護予防支援又は介護予防ケアマ

ネジメントを行うために最小限必要な利用者又は家族に関する情報 

○ 認定調査票、主治医意見書、介護認定審査会による判定結果・意見 

○ その他必要な情報 

(4) 使用する期間 

   介護予防支援・介護予防ケアマネジメント契約書に定める期間と同様とする。 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

指定介護予防支援等の提供の開始にあたり、事業者は、本書面により重要事項の説明(個人情

報使用の説明を含む)を行い、利用者はこれを了承しました。 

 

指定介護予防支援事業者・地域包括支援センター設置者  社会福祉法人うすい会広島光明学園 

説明者    広島市牛田・早稲田地域包括支援センター 

氏名                   

      

 

 

利用者     住所   

 

       氏名                   

 

 

代理人    住所 

氏名                   


